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全国の物流業界が抱える労働問題と環境問題

【労働面の課題（２０２４年問題）】

2024年４月から、国内の輸送業界にも働き方改
革法が適用され、ドライバーの時間外労働の上
限制度（罰則付）が導入される予定。

国内輸送業界は、ドライバーの労働時間の減少
（＝ドライバー不足）に陥る恐れ。この問題を
放置すれば、2030年には国内輸送貨物の約35％
が運べなくなるとの指摘も。 今後、国内の

トラック・長
距離物流が制
限される恐れ【環境面の課題（CO2の削減）】

国内物流の主要な手段であるトラック輸送は、
船舶、鉄道に比べ、二酸化炭素排出係数が高い
（注）と言われており、環境負荷低減の観点から
も、モーダルシフトの必要性が高まっている。

（注）各輸送機関から排出されるCO2の排出量を輸送量（トン・キロ）で割っ

た単位輸送量当たりのCO2排出量（単位：g-CO2/t・km）

営業用貨物車：216、鉄道：21（貨物車の約1/10）、船舶：43（貨物車の約

1/5）



北陸地域における輸出物流の課題とこれまでに明らかになった課題

北陸地域の物流の課題 これまで明らかになったこと

少量・多品目で、ロットがま
とまらないため、定期に定量
を輸出することが難しい。

 当面は地域の生産者・事業者同士の連
携を深め、効率的な集荷による混載輸
出を行い、中長期的には大ロット化す
ることにより、定期・定例・定量の物
量を確保し、輸出の安定化を目指す必
要。

多くが太平洋側の港湾・空港
から輸出されるため、他地域
に比べ高額な国内輸送経費の
負担を強いられる。

 北陸地域でも効率的に商品を集荷する
ことができれば、太平洋側からの輸出
に比べ、トータルの輸送コストを安価
に収めることができる可能性。

 各県でも地元港湾を活用する事業者を
支援するため、各種補助を実施中。

 温度帯によっては冷蔵・冷凍倉庫等輸
出インフラが不十分である可能性。

北陸地域に所在し、農林水産
物・食品を取り扱う地域商社
は少ない。

 北陸地域の地域商社の中にも地元の港
湾・空港からの輸出や、北陸産の農林
水産物・食品・日本酒の取り扱いを希
望する者も存在。
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 北陸地方からの低コストで持続的な輸出を実現するため、
① 地域商社による効率的な集荷
② 当面は多品目の混載、中期的には大ロット化
③ 地元の港湾・空港を活用した最適な輸出物流ルートの確立
を進めることが必要。

【本日ご参加いただいた皆様にお願いしたいこと】
 農業団体・食品加工業者：自社商品の輸出に際し、地元の地

域商社の活用を検討して欲しい。
 地域商社・物流業者：地元の産品を効率的に集荷し、地元の

港湾を活用した輸出を検討して欲しい。
 県・地方公共団体：地元港湾活用に向けた支援の継続と事業

者の港湾利用の働きかけをお願いしたい。
 関係支援機関：輸出事業者を継続的にサポートして欲しい。



本日の情報交換会に関するお問い合わせ先は、以
下のとおりとなります。お気軽にお問合せ下さい。

北陸地域の農林水産物・食品の輸出拡大に資する効果的な
輸出物流の構築に向けて、一緒に取り組みましょう！

○ 農林水産省 北陸農政局 経営・事業支援部
輸出促進課 竹内、上田、荒野
電話：076-232-4233
Email： hokuriku_yusyutsu@maff.go.jp

○ 国土交通省 北陸地方整備局
クルーズ振興・港湾物流企画室 齋藤、髙本
電話：025-370-6706
Email： saitoh-y84s8@mlit.go.jp

takamoto-y84th@mlit.go.jp

（注）ご照会内容によっては、本日ご報告をいただいた方々からの回答になる可能性
もありますので、予めご了承いただけますと幸いです。


